





A theoretical examination on social significance of “children’s cafeteria”竹 中 祐 二要旨近年全国で展開されている「子ども食堂」実践に対して、対象を限定しないと真に支援を必要とする者が参加しづらい、といった批判が一部で見られる。しかし、逆に限定しないことの良さ、幅広い対象を包含する地域の居場所となる点への評価も多く見られる。こうした議論が錯綜する状況について、本稿では試論的に、「子ども食堂」の社会的意義を評価するポイントについて、学術的な検討・整理を行った。キーワード：子ども食堂（children’s cafeteria）／子ども家庭福祉（child and family welfare）／児童福祉（child welfare）／地域福祉（community welfare）













































〈注〉１）朝日新聞２０１８年４月４日朝刊「広がる『子ども食堂』、全国２２８６カ所 ２年で７倍超」２）同上３）「広がれ、こども食堂の輪！全国ツアー」公式Webサイトhttp : //kodomoshokudo-tour.jp/（２０１８年１０月８日確認）４）北日本新聞２０１８年４月２６日朝刊５）佐々木大志郎，２０１８年４月２６日noteエントリ「『こども食堂に足りないものがある』という社会活動家の言葉が響かないのは何故か？あるいはNPOファンディングの高額化と高度化を巡ってhttps://note.mu/
dai46u/n/nc10155d4a62a（２０１８年１０月８日確認）６）同上７）前掲注５）８）三宅正太，２０１６，「『子ども食堂』は、『おとな食堂』になっていないか？－大人の理想と都合で開店して閉店！子どもの声なき声に耳を傾けて！」ウェブマガジン『ひみつ基地』２０１６年０７月号vol.４１
https : //children.publishers.fm/article/12350/（２０１８年１０月８日確認）９）同上１０）既にここまでの中で「子ども食堂」と「こども食堂」の表記が混在しているが、本稿では両者を同一のものとして特に区別しない。なお、引用時にはそのままの表記をするために混在は生じるが、表１－１および表１－２の結果に従って、多く用いられている「子ども食堂」という表記を基本的には採用する。１１）柏木智子，２０１７，「『子ども食堂』を通じて醸成されるつながりの意義と今後の課題─困難を抱える子どもの参加と促進条件に焦点をあてて─」立命館大学産業社会学会編『立命館産業社会論集』第５３巻３号：４５．１２）町田大輔・長井祐子・吉田亨，２０１８，「実施者が評価する子ども食堂の効果：自由記述を用いた質的研究」日本健康教育学会編『日本健康教育学会誌』第２６巻第３号：２３２．１３）安福英希・森本富裕菜・前田博子，２０１７，「運営主
体および空間からみた子ども食堂の分類に関する研究」豊田工業高等専門学校研究編『豊田工業高等専門学校研究紀要』第５０号：３１－３７．１４）志賀文哉，２０１８，「“食堂活動”の可能性」富山大学人間発達科学部編『富山大学人間発達科学部紀要』第１２巻第２号：１２３．１５）「広がれ、こども食堂の輪！」全国ツアー実行委員会編，２０１６，『広がれ、子ども食堂の輪！全国ツアー公式パンフレット［第１版］』：１．１６）湯浅誠，２０１６，「名づけ親が言う 『こども食堂』は『こどもの食堂』ではない」「広がれ、こども食堂の輪！」全国ツアー実行委員会編『広がれ、子ども食堂の輪！全国ツアー公式パンフレット［第１版］』：５．１７）同上：５．１８）湯浅誠，２０１７，『「なんとかする」こどもの貧困』角川書店：７１－７２．１９）同上：７２－７３．２０）前掲注１５）：１．２１）同上：１．２２）前掲注１８）：７２．２３）竹中祐二，２０１８，「子どもの貧困問題への対応と「チーム学校」－スクールソーシャルワーク実践を補助線として－」北陸学院大学・北陸学院大学短期大学部教職課程運営部会編『教職課程研究』第６号：３５．２４）阿部彩，２００８，『子どもの貧困－日本の不公平を考える』岩波書店：－．２５）義基祐正，２０１７，「深刻化する子どもの生活問題と子ども福祉の課題」日本子どもを守る会編『子ども白書２０１７』本の泉社：１０２．２６）前掲注２３）：３５－３６．２７）同上：３７．２８）同上：３７．２９）半羽利美佳，２０１６，「教育・福祉施策とSSW⑩貧困とスクールソーシャルワーク」山野則子・野田正人・半羽利美佳編著『よくわかるスクールソーシャルワーク 第２版』ミネルヴァ書房：１７０．３０）前掲注２４）：１８０－１８２．３１）同上：１８２．３２）同上：１８４－１８９．３３）同上：２０８．３４）同上：１８６－１８７．３５）朝日新聞２０１６年７月１日朝刊「『子ども食堂』全国
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に３００カ所 開設急増、半数が無料」３６）同上３７）前掲注１）３８）厚生労働省，２０１８，「子供食堂向けアンケート調査結果」なお、以下の図１－１～図１－９については、本調査結果自体は正しく伝わるように、必要最小限の範囲で著者が再作成したグラフを掲載している。３９）同上４０）前掲注１８）：７６．４１）同上：７６．４２）同上：７６－７８．４３）同上：６９．４４）同上：８２－８４．４５）同上：７８－８２．４６）同上：８２．４７）上野谷加代子，１９９９，「多様な主体で福祉社会を創る時代へ」岩田正美・上野谷加代子・藤村正之編『ウェルビーイング・タウン 社会福祉入門』有斐閣：１４７－１４８．４８）所道彦，２０１１，「コミュニティと福祉」平岡公一・杉野昭博・所道彦・鎮目真人編『社会福祉学』有斐閣：３０２．４９）同上：３０２．４９）同上：３０２．５０）平岡公一，２０１１，「社会福祉とニード」平岡公一・杉野昭博・所道彦・鎮目真人編『社会福祉学』有斐閣：４２７．５１）同上：４２７．５２）藤井禎介，２００９，「政治過程論」見上崇洋・佐藤満編『政策科学の基礎とアプローチ［第２版］』ミネルヴァ書房：８９．５３）村上弘，２００７，「公共性について」立命館大学法学会編『立命館法學』（６）：１９７８．５４）室田信一，２０１６，「老後の不安」圷洋一・金子充・室田信一共著『問いからはじめる社会福祉学』有斐閣：７１．５５）堀田力，２００１，「四つの設問―いま、なぜボランティアか―」岩波書店編集部編『ボランティアへの招待』岩波書店：４－７．５６）竹中祐二，２０１６，「社会福祉の歴史」赤木正典・平松正臣編著『福祉・栄養・看護のための社会福祉論』建帛社：３３－３４．
